
令和5年度
中小企業に対するアンケート 取りまとめ結果【速報版】

○調査概要 1.回答者の業種

2.回答者の従業員数 3.仕事をしている地域(複数回答)

1

調査対象

商工会・商工会議所・中小企業団体中央会の会員企
業のうち製造業、卸売業・小売業、サービス業、建
設業から均等抽出

商工会 200

商工会議所 200

中央会 300

計 700
調査方法 商工会等による配布・回収、無記名方式

調査期間 令和５年４月17日～令和５年６月23日

総配布数 700社

回答数 250社

回答率 33.3%

大津地域 23
9%

湖南地域 45
18%

甲賀地域 32
12%

東近江地域

45 17%

湖東地域 43
17%

湖北地域 47
18%

高島地域 24
9%

建設業 85
34%

製造業 54
22%

サービス業 43
17%

小売業(飲食店以外) 36
14%

小売業(飲食店) 23
9%

卸売業 5
2%

その他 4
2%

回答者
計250

0人～5人 156
62%

6人～20人 60
24%

21人～50人 22
9%

51人～100人 6
2%

101人～300人 4
2%

300人以上 2
1%

回答者
計250

回答者
計250



4（１）① 自社の現在の強み（複数回答）
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・自社の現在の強みについ
ては、「取引先との信頼関
係」が145社と最も回答件数
が多く、次いで「技術力」
（133社）、「サービス」（100
社）。



4（１）② 自社の現在の課題（複数回答）
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・自社の現在の課題につい
ては、「人材の確保」が133
社と最も回答件数が多く、次
いで「人材育成」（97社）、
「情報発信力」（56社）。



4（１）③ 今後強化したいもの（複数回答）
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・今後強化したものについて
は、「人材育成」が94社と最
も回答件数が多く、次いで
「人材確保」（88社）、「生産
効率・作業効率」（63社）。



４（２）.国や県の支援制度の活用状況
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活用した 125
（53%）

活用していない（必要が

なかった） 71（30%）

活用していない（必要はあった

が、事情により利用に至らなかっ

た） 40（17%）

活用状況
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・国や県の支援制度の活用状況については、
「活用した」と回答した事業者が過半数で、次い
で「活用していない（必要がなかった）」（31％）、
「活用していない（必要があったが、事情により
利用に至らなかった）」（17％）。

・活用した支援制度は、「補助金・助成金」
（129社）の回答が最も多く、次いで「金融支援
（制度融資、債務保証等）」（41社）、「専門家
支援」（17社）。



４（２）.国や県の支援制度の活用状況

6

1

17

24

34

38

40

46

65

73

94

0 20 40 60 80 100

その他

該当なし

需要の喚起（プレミアム商品券配布等）

専門家の助言・派遣（経営診断、職場環境改善等）

補助金・助成金（新商品等開発）

専門人材マッチング

金融支援（制度融資、債務保証等）

補助金・助成金（販路開拓）

人材育成支援

補助金・助成金（生産性向上のための設備導入）

今後利用したい支援制度（複数回答）

補助金・助成金 77
（85%）

金融支援（制度融

資、債務保証等） 11
（12%）

専門家支援 3（3%）

最も効果的だった支援制度

n=91
n=432

・最も効果的だった支援制度は、「補
助金・助成金」（85％）の回答が最も多
く、次いで「金融支援」（12％）、「専門
家支援」（3％）。「人材育成・人材確保
への支援」の回答はなかった。

・今後利用したい支援制度は、「補助金・助成金（生産性
向上のための設備導入）」（94社）の回答が最も多く、次い
で「人材育成支援」（73社）、「補助金（販路開拓）」（65社）。
・補助金・助成金に関する回答に限っては、「生産性向上
のための設備導入」、「販路開拓」、「新商品等開発」の順
となった。



５.価格転嫁の状況について
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転嫁していない

58（25%）

1～19％転嫁
49（21%）

20～49％転嫁
31（14%）

50～79％転嫁
49（21%）

80～99％転嫁
20（9%）

100％転嫁 16（7%）

コスト増加の影響はない 6（3%）
その他 1（0%）

・価格転嫁の状況について
は、「転嫁していない」
（25％）の回答割合が最も
多く、次いで「50～79％転
嫁」（21％）、「1～19％転
嫁」（21％）。

n=230



５.価格転嫁の状況について（業種別）
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転嫁していな

い 10（19%）

1～19％
転嫁 10
（19%）

20～49％
転嫁 7
（13%）

50～79％
転嫁 16
（30%）

80～99％
転嫁 4
（8%）

100％転嫁 5
（9%）

コスト増加の影響はな

い 1（2%）

製造業

転嫁していな

い 6（29%）

1～19％転嫁 8
（38%）

20～49％
転嫁 2
（9%）

50～79％
転嫁 3
（14%）

80～99％
転嫁 1
（5%）

100％転
嫁 1 （5%）

小売業（飲食店）

転嫁していない

10（29%）

1～19％転嫁
7（21%）

20～49％転嫁
4（12%）

50～79％
転嫁 8
（23%）

80～99％転嫁
3 （9%）

100％転
嫁 1 （3%）

コスト増加の影響は

ない 1（3%）

小売業（飲食店以外）

転嫁していな

い 13（29%）

1～19％転嫁
11（24%）20～49％転嫁

3 （7%）

50～79％転
嫁 5（11%）

80～
99％転
嫁 3（7%）

100％転嫁
8 （18%）

コスト増加の影響

はない 2（4%）

サービス業

転嫁していない

16 (25%)

1～19％
転嫁 12

18%
20～49％転嫁

14 （22%）

50～79％
転嫁 13
（20%）

80～99％転嫁
8（12%）

コスト増加の影響

はない 2（3%）

建設業
・製造業で最も多かった回答
は、「50％～79％転嫁」
（30％）だったものの、小売業
（飲食店）は「1～19％転嫁」
（38％）、小売業（飲食店以
外）（29％）、サービス業
（29％）、建設業（25％）にお
いては「転嫁していない」の回
答が最も多かった。

n=53 n=21 n=34

n=45 n=65



６.ゼロゼロ融資の返済について
（実質無利子・無担保融資である「新型コロナウイルス感染症対応資金」の返済見通しについて）
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条件通り全額返済

予定である。 114
（47%）ゼロゼロ融資は借

りていない。 101
（42%）

条件変更や借換に

より返済できる見

込みである。

20 （8%）

返済の見込みが立たない。 3 （1%）

その他 2 （1%） 既に全額返済した。 1 （1%）

・ゼロゼロ融資の返済に
ついては、「条件通り全額
返済である」（47％）の回
答割合が最も多く、次い
で「ゼロゼロ融資は借りて
いない」（42％）、「条件変
更や借換により返済でき
る見込みである。」（8％）
であった。

n=241



７.人材育成について
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・人材育成の取組状況については、
「人材育成は重要であると考えてい
るが、他の経営課題が優先されて
いる」（67社）の回答が最も多く、次
いで「人材育成方針は定めていな
いが、社長や人事担当を中心に人
材育成に取り組んでいる」（59社）、
「特に問題ないので、取り組んでい
ない」（42社）。

・人材育成の取組の課題については、
「繁忙のため研修時間が確保できな
い」（99社）の回答が最も多く、次い
で「どのような研修をすればよいか
わからない」（41社）、「その他」（25
社）。

・「その他」には、「後継者問題」、「人
手不足で十分な時間を割けない」、
「技術に応じた人材（若者）の確保が
難しい」、「現状で必要性を感じてい
ない」等の回答がみられた。

n=234

n=255



８.県立高等専門学校について
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採用実績なし 193
（90%）

全体で１～５名 18 （8%）

全体で６～10名 2（1%） それ以上 2（1%）

高専卒社員の在籍数

n=215

採用予定なし（中卒、

高卒を希望）

74（38%）

数年に一度採

用したい 69
（36%）

採用予定なし

（大卒、院卒

を希望） 30
（15%）

毎年採用したい

21（11%）

高専卒生の採用意欲

高卒～院卒含め能力次第

61 （58%）

短大卒程度 17
（16%）

４年制大卒程度 15
（14%）

その他 13（12%）

高専卒生の待遇

n=106
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社員の人材育成

その他高専に期待すること（複数回答）

n=194

n=185


